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Ａ．研究目的 
 治療RISに登録されたデータからの

export機能によりデータ提出を行う全国

症例登録のfeasibility studyを通して、子

宮頸癌放射線治療症例の患者背景因子や

診療内容の定量的評価の可能性を検討す

る。 

 
Ｂ．研究方法 
 2013 年 7-9 月に JASTRO 症例登録の

feasibility study が行われた。各施設の治

療 RIS に登録されたデータからの export
機能によりデータ提出を行った。34 施設

から集積された子宮頸癌放射線治療症例

について結果を分析した。施設を規模（年

間実患者数）により 3 層（A: < 250 人、

B: 250-600 人、C: 600 人 <）に区分し比

較した。 

  
Ｃ．研究結果 
1. 施設規模が小さい施設で頸癌を含む婦

人科患者割合が少なかった（A: 1.8%、B: 

6.6%、C: 7.6%）。 
2. 施設規模が大きくなるほど若年患者

（40-49才）の割合が増加した（A: 0%、

B: 19.9%、C: 25.5%）。 
3. 施設規模が小さいと早期例（I+II期）は

少なかった（A: 25%、B: 48.5%、C: 40.7%）。 
4. 施設規模が小さいと腔内照射の適用率

は低かった（A: 16.7%、B: 54.1%、C: 
60.6%）。 

 
Ｄ． 考察 
 JASTRO症例登録のfeasibility studyを
通して、子宮頸癌放射線治療症例の患者背

景因子や診療内容の定量的評価が可能で

あることが示された。この結果は、これま

で行われてきた訪問実態調査研究（PCS）
で示されたものと同様の傾向を示してい

た。以上より、治療RISに登録されたデー

タをexport機能により抽出して収集する

方法で、少ない施設負担で学会の症例登録

が可能であることが示唆された。 
 今後、これまで本研究班で作成した子宮

研究要旨：  

治療RISに登録されたデータからのexport機能によりデータ提出を行う日本放

射線腫瘍学会（JASTRO）症例登録のfeasibility studyに協力し、34施設から収

集された子宮頸癌放射線治療症例（2012年治療）に関しての結果を分析した。

大規模施設では小規模施設と比較して、1）若年患者が多い、2）早期例が多い、

3）腔内照射（標準治療）適用率が高い傾向があることが定量的に示された。 
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頸癌の診療科データベースをRISに実装

化することにより、より細かく精度の高い

全国集計が可能になることが期待される。 

 
Ｅ． 結論 
 治療RISに登録されたデータからの

export機能によりデータ提出を行う全国

症例登録は、子宮頸癌放射線治療症例の患

者背景因子や診療内容の定量的評価が可

能であることが示唆される。 
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G．知的財産権の出願･登録状況 

    
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録  

なし 
3. その他  

なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                              
                                                        


